
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

  

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 商工会だより 令和７年２月  

隠岐國商工会 知夫支所 

℡ 8-2166 Fax 8-2373 

ご加入の皆様！ 

隠岐汽船の割引は請求

されましたか？   ３月末までです。お忘れなく！ 

月々1,000 円/人 で隠岐汽船の割引や特約

店での割引はもちろん、チケットの斡旋、健康診断

やインフルエンザ予防接種の補助のほか、慶弔給

付金の支払いなど、お得なサービスが盛りだくさ

ん！毎月お得なプレゼントや優待旅行などお楽し

み企画も満載です。 従業員の福利厚生にも。 

～ 各種手数料のお引き落としを 
させていただきます。～ 

記帳機械化手数料・確定申告手数料・青色申告

会費を3 月２5 日 にＪＦしまね・島根県農協

のご指定の口座より引落をさせていただきます。ご利

用の方は残高の確認をよろしくお願いいたします。 

申告終了時にお渡しするお知らせをご覧ください。 

 商工会では派遣税理士の先生に申告書類の確認

をしてもらい、電子申告をすることになっております。 

 当商工会での受付は下記の期日までに申告書が

完成した方のみとさせていただきますので、必要書

類の早めの提出にご協力をお願いいたします。 

1回目 ２月２８日(金) ・ ２回目 3月７日(金) 

上記２回目の期限に間に合わない場合には書類

等の作成は行いますが申告はご自身で…となりま

すのでご注意ください。 

期限に間に合わない場合で電子申告ができない

場合は６５万円の青色申告特別控除が受けられま

せんのでご承知おきください。 

 

目的に合わせた資金作り 

      商工貯蓄共済で 

月 2,000円から始めてみません

か！ 

西郷税務署の確定申告 

出張相談会 
表彰されました 

令和六年分 確定申告の受付 

令和７年 3月５日(水)午前 9時から午後３時 

場所：知夫村役場２階 

⚠相続、贈与、売却等をした土地・建物がある 

  ⚠上場株式の取引益がでた          など、 

専門的な内容は税務署相談を利用しましょう。 

お問い合わせは 

西郷税務署(℡08512-2-0350)へ 

商工会のホームページで 

事業所の紹介をしませんか？ 

隠岐國商工会 WEＢサイトに【会員事業者情

報】のページができました！事業所HPへリンクさ

せることも可能です。ご興味のある方はご連絡く

ださい。オリジナルロゴ、店舗画像などの持込も

OK    ぜひご活用ください。 

まだホームページをお持ちでない方、商工会

会員であれば無料で自社のホームページを作成

することができます。オリジナルのホームページ

作りに挑戦してみませんか？  

詳しくはこちら 

グーペ 商工会プラン FAQ →  

経理のワンポイント 
～少額減価償却資産の特例～ 

 

取得価額が 10万円以上の資産を取得した場合、

通常ですと分割で経費計上するルールがあります

が、中小企業者には 30万円未満までなら一括で経

費計上できる税制優遇措置があります。器具およ

び備品、機械・装置等の有形減価償却資産のほか、

ソフトウェア、特許権、商標権等の無形減価償却

資産も対象となり、中古資産であっても対象とな

ります。年間 300万円までとなり、通常の減価償

却法をとることもできますので、売上が急激に伸

びた年など、青色申告者のみの税制優遇措置を上

手に利用し、節税に結びつけましょう。 

https://www.joymate.or.jp/index.html


事業者が使える節税対策のご紹介 

 小規模事業者共済は事業者にとって鉄板の共済です。年間最高８４万円まで(税率５％だとすると

42,000円の節税)積立できます。ただし退職金制度として設置されたものなので、死亡や廃業以外での解約は不

利となります。こちらは無条件にオススメです。 

 経営セーフティ共済は取引相手の突然の倒産した際、連鎖倒産や経営難に陥ることを防ぐための制

度です。掛金は全額必要経費に算入でき、掛金の最高 10倍まで無担保無保証人で借り入れができます。自己都

合解約でも４０カ月以上納めていれば、掛金全額が戻りますので急に資金が必要となった場合でも安心です。

月額 20万円まで自由に設定できます。 

 

 どちらも一度に多額の掛け金を納めるのは現預金の余力が必要です。毎月の納付で効果を出すために R7年は

早めに検討しましょう。 

 

 


